











In rural ONSEN areas, young people tend to leave their hometown and find a job in the city. Human resource 
development in the tourism industry must be considered for businesses to continue into future generations. Those 
who continue to live and do business in the future need to be educated so that they can be proud of the community. 
However, there is a limit to doing it only with school education, and cooperation with local communities and industry 
is necessary. According to the survey results, it was found that there are few opportunities for young people to contact 
local tourism resources. It may be necessary for young people to recognize the area as a tourist destination from various 
professional viewpoints. If there is a coordinator or producer who can manage the region from various viewpoints, the 
internship can be implemented effectively and contribute to human resource development.




当時約 520万人だった訪日外国人観光客数は 2018年には 3100万人を越えた。この間 2006年に観光立国推
観光まちづくりと地域における次世代育成の課題
─温泉観光地における中学生の職場体験学習実態調査より─
Revitalizing towns through tourism and developing next-generation human resources:
















































































































































































































































































































































学校種別 学校数 実施学校数 実施率
公立 9449 9319 98.6%
国立 75 46 61.3%
私立 720 237 32.9%
表１　平成 29年（2017年）中学校職場体験実施状況






























































































































2019年 6月に発表された「まち・しごと・ひと創生基本方針 2019」では，第 2期（2020年～ 2024年）
の総合戦略策定に関しての視点が提示された。そこには，「地域の将来を支える人材育成のための高校改革」
という項目が追加され，地域のまちづくりにかかわる地方の大学づくりだけではなく，その入り口の前にい
る高校生への地域創生への視点づくりが明示されている。この第 2期基本方針では，地域ならではの新しい
価値を創造する人材として，グローバルな視点を持ち，専門的な知識・技術を持つ人材を育成するために，
「ふるさと教育」など，地域課題の解決を通じた探究的な学びを実現することを明示している。さらに，「広
く関係者が一体となって関わるコンソーシアムの設置」「高校と地域をつなぐコーディネーターの検討」等
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地域の協働体制を構築するという文言が記され，観光によってまちづくりを推進するために，人材を配置し，
地域で次世代を育成していこうという方向性が示唆された。今後，これらが実現の方向に向かい，人口減少
と労働力不足に悩む観光地を有する地方都市の活性化と次世代育成の場で，行政が学校，地域社会，産業界
との連携を強化し，ともに情報共有をはかりながら，課題解決を進めつつ，地域活性化を推進していくこと
を期待したい。
注
本稿は，2018年 9月に関西大学にて開催された日本キャリアデザイン学会第 15回研究発表大会において
の研究発表「観光地における次世代育成の課題─温泉観光地におけるアンケート調査の結果より─」ならび
に，2019年 7月にウインク愛知で開催された中部都市学会における共同研究発表「地域における次世代育
成の課題─温泉観光地における中学生職業体験を通じて」で筆者が発表したデータの一部を再構成，再分析
ののち修正して使用し，まとめたものである。
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